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1Ⅰ．はじめに
　社会福祉協議会は、2000年の社会福祉法改正により
「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」1）として
法的な位置づけが明示された。全国、都道府県・政令指
定都市、市区町村それぞれの区域を対象として組織され
ており、1983年に社会福祉事業法 2）に市町村社会福祉
協議会が規定されたことにより、社会福祉法人の法人化
が進み、現在ではほぼ 100％法人格を有している。幅広
い社会福祉関係者の参加を得ることが構成要件となって
おり、それぞれの事業は会員の参加・協力をもって進め
られている。具体的な事業運営や役員体制などは、各社
会福祉協議会が定める定款に基づいて実施され、法人と
しての自主性、独立性が確保されて事業が展開されてい
る。地域によって必要な事業は異なり、地域住民・地域
社会のニーズに応じて柔軟に取り組むことが求められ、
その事業は実に多種多様なものとなっている3）。
　現在、地方の町村においては人口減少によっておこる
空き家の増加、農林業の後継者不足・衰退、就労の場の
確保、行財政の健全運営等の様々な課題が明らかになっ
ている。市町村社会福祉協議会は、地域社会で生活する
住民相互のつながりを維持し、住民自身による地域福祉
活動を支え、積極的参加を促す役割を担っている。その
ため、活動を遂行するには地域住民の理解と協力が重要
であり、社会福祉協議会に対する地域住民の認識不足は、
各種事業を実施するうえで解決すべき課題となってい
る4）。
Ⅱ．A町社会福祉協議会の概要
　A町は、豊かな自然環境に恵まれており、標高差が南
北で約 800mある起伏に富んだ地域で、南部は別荘地と
スキー場を有する一大リゾート地の高原地帯、北部は稲
作・果樹・高原野菜・畜産などの農業が盛んな田園地帯
に二分される。平成 28年 4月 1日現在の高齢化率は
34.1％で 5）、町民の 3人に 1人が高齢者という状況であ
る。平成 26年度の要介護（要支援）認定者数は約 450
人で、その内の 80％が在宅の認定者となっている6）。
　A町社会福祉協議会は、昭和 40年代半ばに設立され、
現在の代表者は町長が兼任している。理事 11名（行政
理事者 1名、民生児童委員 2名、保健医療福祉関連代表
2名、日赤奉仕団 1名、町民活動センター 1名、福祉関
連経験者 1名）、監事 2名（町監査委員）、評議員 25名
（住民代表、高齢者代表、学校代表、農業・商工業代表、
障害代表、ボランティア代表等）で構成されている。平
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成 27年度の A町社会福祉協議会事業計画では「ふれあ
いと安心のまちづくり」を目標とし、財政基盤の充実、
住民参加の小地域福祉活動の推進、福祉教育の推進、ボ
ランティア活動の推進、健康づくりと生きがい活動の推
進を重点項目に置いている。主な活動内容は、①老人福
祉部門②福祉活動部門③福祉教育・啓発④ボランテイア
事業⑤機関誌発行事業⑥生活福祉資金貸付事業⑦相談事
業の 7つに分けられる。
1.老人福祉部門：
　・歌の会、健康体操、手芸などのサロン活動。
　・ 老人クラブとの共催による健康で生き生きと学び集
える事業、花いっぱい事業の実施。
2.福祉活動部門：
　・ リサイクル品バザーを開催して収益を地域福祉事業
に還元する活動。
　・結婚コンサルタントによる結婚相談。
　・ 重度障害者、独居高齢者、生活保護受給者等の激励
慰問、慰問金の支給。
　・ ボランテイア団体の協力による独居高齢者世帯等の
安否確認やふれあい交流を兼ねた弁当配達。
　・移送車両と車いすの貸し出し事業。
3.福祉教育・啓発：
　・ 小学生・中学生・高校生による障害者・高齢者との
ふれあい、人権感覚を身につけるための施設交流訪
問、福祉体験の実施。
4.ボランテイア事業：
　・ 助け合い・見守り活動を組織化し、ふれあいサロン
や健康学習会等を開催（ボランティア登録団体は
32団体。ボランティア登録者数は概ね 500名）。
5.機関誌発行：
　・広報誌を年 3回（7・11・3月）発行。
6.生活福祉資金貸付事業：
　・ 自活に必要な資金の融通を他から受けることが困難
な低所得世帯への資金貸し付けを、国と県が貸付原
資を確保し、社会福祉協議会が申し込みの取りまと
めと意見の具申を担当。
7.相談事業：
　・相談員による日常生活面の幅広い相談。
　・弁護士による定期的な無料法律相談。
　以上が A町社会福祉協議会の概要である。
Ⅲ．目的
　A町社会福祉協議会として住民の福祉ニーズを明らか
にし、地域住民に寄り添った福祉事業を展開する目的で、
住民アンケートを実施した。その結果社会福祉協議会全
般に対する様々な意見が出された。その中から事業を展
開するうえでの前提となる、社会福祉協議会に対しての
理解不足、及び情報不足と思われる要因が明らかとなっ
た。よって本研究においては、社会福祉協議会に関する
住民理解についての意見を抽出・分析し、広報活動に資
するカテゴリーを明らかにすることを目的とした。
1．調査対象
　世帯数 2,830世帯に対し無記名、記述式調査を実施し
た。
2．調査方法
1）調査期間
　2016年 1月～ 2016年 3月
2）方法
①無記名、記述式質問紙を用い 46行政区の担当区長・
部落長から対象世帯に配布。
②回答記述後は、再度組長が各世帯に出向き回収。
③回収結果は A町社会福祉協議会がとりまとめ、その
内容を B短期大学にて集計・分析を行った。
3．アンケート内容について
　アンケート内容は、以下の 7項目について回答を求め
た。なお、アンケート用紙には地域等を特定できる情報
が含まれるため、本稿への掲載は控える。
①基本情報：性別　年代　職業　家族人数及び家族構成　
行政区
②現在利用している介護保険サービス　障害児・者サー
ビスの有無
③サービス利用者の続柄
④利用サービスの種類
⑤社会福祉協議会活動についての理解
⑥社会福祉協議会の活動に対する要望（子育てサポート、
高齢者支援、l障がい児サービス、地域の暮らしに関
する項目）
⑦その他自由記述
Ⅳ．結果
　回収できたアンケート回答は 1855件（回収率約
65.5%）だった。本章では得られた回答から、7項目の
うち①⑤⑦から回答者の特性や広報活動に関する意見を
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分析する。
1．回答者の基本情報について
　得られた回答を表 1～ 2と図 1～ 2に示す。回答者の
性別は表 1より男性が多い。年代は図 1より 60代が最
も多く、それを軸に正規分布に近似するようにひろがっ
ていることが分かる。職業は表 2より会社員と農業従事
者が多く、次いで年金生活者が多く、複数選択した回答
は 3件とごく僅かだった。A町は兼業農家の世帯が多く
見られるが、世帯単位で兼業していたとしても回答者本
人が何かしらの職業に専業しているためと推測される。
　社会福祉協議会の活動についての回答は図 2に示すよ
うに「知っている」「まあ知っている」が約半数を占め
ている。
2．広報に関する文脈を含むその他意見の分析
　自由記述回答の内容から広報活動に関する文脈が含ま
れる意見 55件を抽出し、それを KJ法で分類した。そ
れを図 3に示す。本節では分類した結果について述べる。
なお分類したカテゴリー名には【カテゴリー名】のよう
に【  】で挟み、意見は〈意見〉のように〈  〉で挟んで
表記する。また各カテゴリーや各意見の識別を助けるた
め、頭にアルファベットや数字を振っている。
　抽出した意見を分類したところ、主なカテゴリーとし
て【A．広報が必要】【B．知らないから意見を言えない】
【C．活動が見えない】【D．この調査・研究について】が
現れた。
1）カテゴリー【A．広報が必要】について
　このカテゴリーには 21件の意見が含まれており、他
のカテゴリーと比べて意見が最も多い。内容としては
〈1：社協のしている活動をほとんど知らない人が多いの
で、身近の事を PRしてほしい〉といった社会福祉協議
会の活動をより詳しく知りたいという意見が多く、それ
が【A1．活動内容を知りたい】に強く表れているのが分
かる。また〈15：社協の活動実態や成果が目に見えて来
ません。もっと、地域に出て、町のニーズを調査し、ふ
れ合って、何が必要かを考えるべきであると思う（以下
略）〉といった意見から、回答者本人に限らず他の人々
もそれほど知らないという前提での意見もみられ、それ
が【A2．地域や人とのかかわりが不足】に強く表ている
のが分かる。
2） カテゴリー【B．知らないから意見を言えない】につ
いて
　このカテゴリーには 17件の意見が含まれており、他
表 1．性別（n=1832）
性別 件数
男性 1081
女性 751
合計 1832
表 2．職業（複数選択．n=1460）
職業
（複数選択可）
件数
会社員 302
自営業 143
農業 327
公務員・団体職員 74
パート 150
専業主婦 105
年金生活 208
学生 0
無職 129
その他（※） 26
※ 会社役員、講師、看護師、介
護職など
図 1．回答者の年代（n=1836）
図 2．社会福祉協議会の活動について（n=1774）
佐久大学 信州短期大学部紀要，第 28巻，1-7（2017.3）
4
図 3．広報に関する文脈を含む回答の分類（55件）
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のカテゴリーと比べて二番目に多い。内容としては
〈23：活動の実際が見えないので、本当はアンケートに
答えることができません。（以下略）〉といった社会福祉
協議会の目的や活動内容などを知らず、そのため意見な
どを挙げようがないという意見が主である。
3）カテゴリー【C．活動が見えない】について
　このカテゴリーには 10件の意見が含まれている。内
容としては〈43：日々大変で、ご苦労ご活躍をされてい
ることと思いますが、あまり見えていない状況と思われ
ます。（以下略）〉といった社会福祉協議会が何かしらの
活動を行っていることは想像できるが、その活動による
具体的な成果が見えてこないという意見が主である。特
に【C1．活動内容に疑問がある】については〈48：何を
しているのか全くわかりません。失礼ですが、毎月お金
を集めていますが、何に使っているのかわかりません。
もっと明白な活動をしてほしいです〉といった集金活動
などに協力しているが、その目的や成果が伝わってこな
いことについて疑問を感じていることが分かる。
4）カテゴリー【D．この調査・研究に関して】について
　このカテゴリーには 5件の意見が含まれている。内容
としては〈51：アンケート集計だけで終わらず、これを
活かす行動力と活動を期待します。正直、40年近く住
んでいて存在すらあまり知りません〉といった本調査で
実施したアンケート用紙に記述した事前説明やアンケー
トの目的、調査を実施した後の活用についての意見があ
った。
Ⅴ．考察
　本章では前章から明らかになった課題と提案について
述べる。
1．明らかになった課題
　KJ法で分析した結果、社会福祉協議会の広報活動に
ついて以下に述べる 3つの課題が明らかになった。
ア： 社会福祉協議会の情報を得たいという住民のニーズ
に応えきれてない
　A町社会福祉協議会はこれまでも様々な活動を行って
いるが、【A．広報が必要】【A1．活動内容を知りたい】か
ら、活動が周知されていないことが分かる。また【A2．
地域や人とのかかわりが不足】から地域住民に対する社
会福祉協議会の関わり方に課題が示唆される。社会福祉
協議会では活動内容を広報誌やウェブサイトなどの媒体
を用いて定期的に報告しているが、いずれも文字中心の
内容であり、バックナンバーは公開されていない。その
ためターゲットである子ども世帯・高齢者世帯・障害者
世帯への配慮が不十分であり、またこれまでの活動を知
ることを困難にしていると思われる。また広報誌は、A
町ウェブサイトにも配信されているが、コンテンツの枝
分かれが多く階層が深いため、住民が欲しい情報を見つ
けるには負担が大きいと思われる。そのため住民が目的
の情報を迷わずに得ることができない要因の一つと考え
られる。
イ： 住民が社会福祉協議会の情報を持たないため、意
見・要望を伝えられない
　【B．知らないから意見を言えない】から、社会福祉協
議会の目的や活動内容が分からないため、意見や相談を
伝えようがないことが明らかになった。これはもし要望
や相談したいことがあったとしても、それを社会福祉協
議会が担う事柄なのか住民には判断できない可能性があ
る。これは社会福祉協議会の活動の機会を喪失している
と考えられる。
ウ： 社会福祉協議会の活動内容の詳細や成果が分からな
い
　【C．活動が見えない】【C1．活動内容に疑問がある】か
ら社会福祉協議会の活動内容の一部を知っていたとして
も、その目的や成果が住民に伝わってないことが分かる。
協力してもその結果が分からなければ、社会福祉協議会
に対し不信感を抱いてしまい、以後協力を得られなくな
る可能性がある。
2．提案
　前節の課題を踏まえ、以下に 5つの提案を述べる。
1）広報誌デザインの再検討
　社会福祉協議会の対象は同町住民の子ども・高齢者・
障害者を含む世帯を対象としていることから、子ども・
高齢者・障害者自身にも理解しやすい広報活動を展開す
ることが望ましい。しかし現行の A町社会福祉協議会
発行の広報誌は文字中心の内容で構成されており、子ど
も・高齢者・障害者がそれを読み、理解するには負担が
大きいと思われる。そこで文字中心から図解中心にした
表現による活動内容の報告を提案する。例えば高齢者向
けの記事は文字を大きくする、子ども向けの記事は難し
い漢字の使用を避け優しい印象のイラストや図解を交え
るといった工夫が有効であろう。これにより課題ア・ウ
の解決が期待できる。
2）ウェブサイト構造の改善
　ウェブサイトでの情報発信は、速やかに住民に情報を
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発信できるという利点がある。しかしながらそれを閲覧
する住民にはパソコンやスマートフォンといったインタ
ーネットを利用できる情報機器が必須であり、またそれ
らの操作に精通する必要がある。近年の若者世代であれ
ば学校等でそれらの知識や技能を指導されていることか
ら、ほぼ全員が習得していると考えてよいだろう。よっ
て子ども世帯など比較的世代の若い世帯はウェブサイト
から情報を得ることは可能と思われる。しかし、高齢者
や障害者やその世帯の家族は情報機器の活用方法を学ん
でいない可能性があるため、ウェブサイトから情報を得
ることは困難と思われる。また A町社会福祉協議会の
ウェブサイトは A町ウェブサイトの 1コンテンツであ
り、そしてその階層は深く枝分かれしている。そのため
アクセシビリティが悪く目的の情報を迷うことなく得る
のを難しくしている。そこでコンテンツ階層を浅くする
などによってアクセシビリティ向上させ、目的の情報を
迷うことなく得られるようにすることを提案する。これ
により課題ア・ウの解決が期待できる。
3）ウェブサイトに広報誌のバックナンバーを公開する
　紙媒体の広報誌のバックナンバーを閲覧できるように
なれば、これまでの活動の流れを辿れるようになり、社
会福祉協議会の活動を長期的に捉えることが可能になる。
そうなれば、住民が社会福祉協議会に対して的確な要望
や意見を伝えられるだろう。そのためには広報誌のバッ
クナンバーを閲覧できるようにすることが効果的である。
しかしバックナンバーを公開するには、閲覧場所や部数
の確保といった管理が煩雑になるという問題がある。そ
こで PDFなどディジタル化した広報誌のバックナンバ
ーをウェブサイトに公開することを提案する。ウェブサ
イトでの公開であれば閲覧場所の確保や部数の管理は不
要になり、管理の負担は軽いだろう。これにより課題
ア・イ・ウの解決が期待できる。
4）ICT 学習活動の実践
　今日の ICTの発展はめざましいものがあり、情報シ
ステム分野に限らず、医療・福祉分野や文化活動でも
ICT機器を活用する事例が増加してきている。これは社
会福祉協議会の活動についても同様でウェブサイトによ
る情報発信だけでなく、さまざまな ICTを活用したサ
ービスの企画・導入が今後予想される。しかし、エンド
ユーザーである住民、特に社会福祉協議会が対象とする
子ども世帯、高齢者世帯、障害者世帯において、これら
ICTを効果的に活用できるとは考えにくい。そこで他の
地域の社会福祉協議会が実践しているように、住民向け
の ICT教育講座の実践 7）～10）を提案する。しかし A町が
保有する資産（公民館などの場所、パソコンなどの機器、
指導するインストラクターなど）だけでこの活動を実践
するのは困難と考えられる。そこでボランティア組織、
近隣にある大学などの高等教育機関に協力を依頼するな
ど、地域との連携が有効だろう。これにより課題ア・
イ・ウの解決が期待できる。
5）意見・要望の収集活動の実践
　本調査にて様々な意見を得られたことから、アンケー
ト調査の継続だけでも有効な情報を得られることが期待
できる。あるいは今後の調査で得られた情報から、あら
たな収集方法を見出すことも期待できる。そのためには
本調査において実践した調査内容や手法に対する評価を
行って課題を明らかにし、それを踏まえた改善に取り掛
かる必要があるだろう。これにより課題イの解決が期待
できる。
Ⅵ．終わりに
　A町社会福祉協議会は活動の改善に取り組んでいる。
その第一段階としてこれまでの活動を振り返るために、
同町の世帯を対象にアンケート調査を実施し、その回答
を分析した。回収した意見のうち、広報に関するものを
抽出・分類したところ、3つの課題が明らかになった。
そしてその課題に対し 4つの対応策を提案した。これら
の提案を実施すれば、A町社会福祉協議会が取り組む活
動の改善に役立つと期待できる。
　しかしながら、本論文で報告した課題や解決策や回収
した回答のごく一部を分析して得られたものである。そ
こで今後も分析を継続し、改善に資する知見を明らかに
していきたい。
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